
　１．はじめに

　交差点が道路網における交通容量上のボトルネッ

クとなっていることは明らかであるが、交差を減少

させる立体交差化には多くの用地や建設費用を必要

とするため、これまであまり導入が進んでこなかっ

た。これに対し、平成１５年の道路構造令の改訂に伴

って、費用や用地が少なくてすむ小型自動車等のみ

を通行させる小型道路が定義されたことで、この小

型道路を活用した小型車専用立体交差の建設が可能

となり、その導入に期待が集まっている。しかし、

その導入効果や実施可能性に関して、評価方法が十

分に確立していないのが現状である。

　本稿では、以下の点に着目し、その分析結果から

小型車専用立体交差導入の実施可能性を検証する。

�これまで交通処理の視点から交差点がどのように
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　本稿は、交通を処理する上でボトルネックとなる場合が多い交差点の抜本的な改善策と

なり、近年、道路構造令の改正により導入することが可能となった小型車専用立体交差の

導入可能性を検討することを目的とする。初めに、交差点での交通現象をどのように捉え

評価してきたかを整理し小型車専用立体交差の評価方法を再検討した。これらを踏まえミ

クロ交通シミュレーションを用いて評価を行った結果、小型車専用立体交差の導入は混雑

解消に大きな効果を発揮することが明らかになった。
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取り扱われてきたかを整理し、立体交差化の必要

性を示す。

�交通工学における交差点容量を評価する既存の方

法を整理し、小型車専用立体交差の評価方法を検

討する。

�小型車専用立体交差導入による効果分析を行う。

��の結果を踏まえ、具体的な選定方法および東京

都心部を対象とした選定結果を示す。

　２．交差点における交通制御の取り組みの変遷

　交差点は、道が交わるところであり、当然、そこ

を行きかう人や車などは互いに交差するので、交通

事故が発生する。そこで、交通事故が起きないよう

に交通の安全を確保することが重要となり、交差点

の設計や制御に目が向けられ、交差点をロータリー

形状にしたり、さらには信号機を設置するなどの交

通処理を行うようになった。ところが、モータリゼ

ーションの進展で自動車交通が急速に増加すると交

差点での交通渋滞が深刻になり、交通の安全に加え

て、交通をできるだけ円滑に通過させることが重要

となってきた。そこで、今までの道路構造、交通規

制の改善に加え、信号制御の改善による適切な交通

制御へ向けての取り組みがなされてきた。これらの

取り組みは基本的に交通動線の交差数を少なくさせ

ることを目的としているが、これにも限界があり、

可能であればもう一つの方策と考えられる交差点の

立体交差化を検討する必要がある。以下では、これ

までの平面交差点における交通制御および交差点の

立体交差化の考えに至るまでの変遷を整理し、小型

車専用立体交差化の必要性を示す。

　２－１　平面交差での取り組み１）

　同一平面上で分離する平面交差点の場合、交通を

制御する主な方法としては、一時停止制御、ロータリ

ー制御、信号制御の三つの制御方式が取られてきた。

　交差点での通行方法が法律により成文化されたの

は昭和に入ってからで、一時停止制御、ロータリー

制御方式など、交差点の形状や交通規制によって通

行方法を明確にし、通行の安全と円滑化を確保して

きた２） 。ロータリー交差点が導入されたのは昭和９

年の東京都の和田倉（わだくら）門交差点がはじめで

ある。このときは、車両同士が交差するのではなく、

分流合流を繰り返して交差点を進むために、安全性

の面で一時停止制御交差点より優れていることが導

入の理由であった３）。それ以降、昭和１６年までに

都内で４３箇所の交差点に導入されたが、交通量が増

加すると、著しく処理能力が低下してしまうため、

モータリゼーションの進展とともに殆んどが撤去さ

れてしまった４）。

　これに対し、ある程度の交通量が通過する交差点

には、信号機を設置することで、交差点の進入路別

に時間的通行権を与え、車の走行を分離する信号制

御方式が取られてきた。信号設置の判断において、

交通量が最も重要な要素ではあるが、その他のさま

ざまな要素も影響しあうため、交通量による信号設

置基準は定められていない。これに関しては文献５）

に整理されているので参照されたい。これにより、

当然、交差点を通行できる時間の割合は制限される

が、方向の異なる交通が交差点で錯綜することはな

くなり、通行上の安全が確保されるようになった。

わが国における、信号による交差点制御は大正８年

に「進ススメ」「止トマレ」を進行方向に対して交

互に表示させる信号機（信号標板）が、上野広小路交

差点で試用されたのが初めてであり、同１１年以降、

本格的に普及していった。そして、昭和４０年代に入

ると、制御技術の向上もあり、大阪で同一路線の複

数の交差点を協調して制御する線の制御が取り入れ

られ、昭和４１年には東京銀座地区で３０数箇所の交差

点を広域に制御する面的な制御が開始された５） 。

　その後、交差点の信号制御は単独の交差点を対象

とするだけでなく、広域のネットワークを対象に制

御されるようになり、現在では、公共交通や緊急車

両の優先通過が可能な信号交差点など、従来の安全・

円滑の目的を超え、多様な役割を担う運用システム

として稼動している。

　２－２　交差点の立体交差化での対応

　交差点を立体化し、空間的に通行を分離する立体

交差化は、交通需要が非常に大きく信号制御で時間

的通行権を与える方法では処理できない場合に導入

が検討されている。都内での立体交差は昭和８年に

明治通りと目白通りが交差する箇所に設置されたの

が初めてであり、昭和３０年代後半から行われた道路

整備にあわせて４０箇所以上の交差点で立体化が進め

られた６） 。

　交差点の立体化は、道路構造令において、原則４

車線以上の道路が交差する場合は交差点の立体化を

図ることが成文化されている。しかしながら、東京

２３区内を例に挙げると、このような交差点のうち、

立体交差化されている交差点の数は８１箇所で、全体

のわずか０．８６％にしか過ぎない。

　それでは、立体交差化に対するニーズは低いのか
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というと、決してそのようなことはない。平成１５年

度から始めている「成果主義に基づく新たな道路行

政マネジメント」の中で、交通渋滞の改善をアウト

カム指標の一つとしている都道府県は、公開してい

る３０都道県全てであり、そのうち２６都県が交差点の

改良を、１０都県が立体交差化事業を挙げている。

　このように、ニーズがありながら、交差点の立体

交差化が進まない背景には、物理的な条件が厳しい

点が挙げられる。すなわち、導入側の路線には、立

体構造が導入できる十分な幅員と路線長が必要であ

り、幅員を拡幅するためには、場合によっては新た

な用地の取得が必要となる。

　これに対し、渡辺らが既存の道路と比較して物理

的に設計基準が緩和できる乗用車専用道路を提案し、

具体的に東京都で導入した場合の効果について検討

している７） 。また、平成１１年には�国土技術センタ

ーが小型車専用道路に流入できる設計車両や構造の

検討、および四ツ木橋南交差点をケーススタディー

とした小型車専用立体交差化による整備効果と費用

に関して交通量分割配分手法を用いた検討を行って

いる８） 。

　平成１５年７月には道路構造令が改定され、性能設

計の考え方が導入されると同時に、小型自動車類

（長さ６ｍ、幅２ｍ、高さ３．８ｍ以下）のみの通行を

許す「小型道路」が新たに位置づけられた９） 。

　小型道路による立体交差（以下、小型車専用立体

交差とする）の場合、普通道路の立体交差と比べて、

幅、高さなどの設計条件が大きく緩和でき、さらに

設計自動車荷重９）を２５４ｋＮから３０ｋＮへと非常に小さ

くすることが可能である。

　これにより、先に述べた物理的な導入条件をクリ

アし、かつ建設費用の削減や、導入可能な交差点数

の増大など、立体交差化の施策としての性能を高め

ることが可能である。特に建設費に関しては、国土

交通省の試算１０） でも、筆者らが独自に試算した結

果１１） でも、４０％程度の削減が可能である。小型車

専用立体交差導入で危惧されるのは、小型車以上の

一般車両が走行してしまう可能性や緊急車両が走行

できなくなることにある。この点に関しては、国土

交通省を中心に慎重に検討されてきており、一般車

両の進入抑制に関しては、分合流部を十分取るよう

設計の具体的な基準が示されている。

　３．交差点の評価方法

　これまで、小型車専用立体交差化を評価するため

の特別な方法は開発されていないが、一般の交差点

を評価する方法としてさまざまなものが開発されて

おり、小型車専用立体交差の評価において、これらの

方法が適用可能であるかどうか検討する必要がある。

　そこで本章では、まず、主な評価方法として利用さ

れてきた①平面交差点の評価方法と、②広範囲なネ

ットワーク上で交通量配分を行う評価方法における

交差点の取り扱いや、分析項目について整理する。

　３－１　交通現象から見た交差点の評価１）

　交通の処理能力である交通容量に関しては、１９５０

年に米国で刊行されたＨＣＭ（Ｈｉｇｈｗａｙ Ｃａｐａｃｉｔｙ 

Ｍａｎｕａｌ）において初めて一般的な概念が示され、以

後各国で交通容量を検討する上で重要な基準として

利用されてきた。

　わが国でも１９７０年に改訂された道路構造令に、Ｈ

ＣＭ１９６５（ＨＣＭの１９６５年改訂版）の内容と当時の研究

成果が盛り込まれた。単路部での交通容量は、単位

時間あたり（通常は１時間）に通過できる最大の車両

台数によって示されるが、交差点部は二つ以上の交

通流が交差し、各流入方向別に通行権を与えるため、

単路部と比較して複雑となる。信号制御を実施する

場合の評価方法は、交差点の処理能力を示す指標と

して飽和交通流率や交差点飽和度が用いられてきた。

また、交差点の実際の交通状況を表す指標として、

信号制御では信号待ちにより発生した遅れや信号待

ち行列長などがよく知られている。

１）飽和交通流率

　平面交差点流入部の停止線を通過できる最大の交

通量を指し、単位は通常〔台／有効青１時間／車線〕

である。わが国では、実測結果に基づき、直進車線

での飽和交通流率の基本値を２０００〔ｐｃｕ／有効青１

時間／車線〕１２） としている。

２）正規化交通量と交差点飽和度

　信号交差点における交差点の処理能力を検討する

ための状態量で、ある流入部�の設計交通量��を当該

流入部の飽和交通流率��で正規化し、その交通量を

正規化交通量ρ�という。また、信号のある現示 ��で

捌くことのできる最大正規化交通量ρ�＝���（ρ�）を

現示の飽和度といい、各現示の飽和度を足し合わせ

たものを交差点飽和度という。信号制御によって渋

滞することなく処理できる交差点飽和度ρ��の目安

は、０．８～０．９以下とされている。

３）平均遅れ

　信号交差点の遅れとは、停止や加減速なく交差点

通過に要した時間と信号制御を行った場合の交差点
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通過に要した時間の差、もしくは車両が赤信号など

の要因で停止した時間の差で表されることが多く、

両者には強い相関関係がある。１箇所の信号交差点

における１台の平均遅れ ��を求めるモデルは数多く

あり、代表的なものとして式�で示すＷｅｂｓｔｅｒの式

がある。Ｗｅｂｓｔｅｒ式による平均遅れ��は各流入部別

飽和交通流率、交通量および信号サイクル長や青時

間を用いて算出される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…�

 

ここで、

　� ：サイクル長（秒）

　� ：有効青時間（秒）

λ：スプリット（秒もしくは％）

　� ：流入交通量（台／秒）

　� ：飽和交通流率（台／秒）

　� ：��λ�＝（���）�（���）

　（正規化交通量・スプリット比）

４）その他の交差点の評価方法

　交差点の評価は、主に以上のような方法を用いて

行っているが、この他の混雑の度合いを表す指標と

しては、信号待ち行列や信号待ち回数、交差点通過

に要する停止・発進回数および通過帯などがある。

それぞれの指標は文献１）などに詳しいので、そち

らを参照されたい。

　３－２　交通量配分における交差点の考慮

　広域の道路ネットワークを対象とした交通量推計

においても交差点による影響は無視できない。

　この点に関して、交通需要推計に用いられる交通

量配分手法では、ネットワーク上のある一定の道路

区間ごとに、どのくらい交通を通過させ得るかをリ

ンクパフォーマンス関数（一般化費用）として表す

ので、その区間に存在する交差点での影響は、路上

駐車の影響など、その他の要因とともに、推定され

るリンクパフォーマンス関数のパラメータとして考

慮されてきたと考えられる。

　しかし、これでは交差点の制御方式の改善などの

効果を評価できないため、近年では、交通需要推計

に用いられる交通量配分手法の中で交差点の影響を

明示的に考慮する方法が研究されている１３）。例え

ば、交通量配分方法としてこれまで広く使われてき

た分割配分法において、リンクパフォーマンス（Ｑ‐

Ｖ）関数に信号の遅れを組み込んで、交差点での遅

��� ＋ 
�（�－λ）� 
�（�－λ�）

�
� 

��（�－�）
－	
��（　 ）

�
�

�
（�＋�λ） � 

�
�

れや、右折車と対向直進車との関係など表現するモ

デルがいくつか提案されている１４） 。あるいは、利

用者均衡配分法でも、リンクパフォーマンス関数に

Ｗｅｂｓｔｅｒ関数を用いることで信号交差点の遅れ時間

を考慮するモデルが提案されており、さらに過飽和

状態の継続時間を考慮できるようにＡｋｃｅｌｉｋ関数を

用いるモデル１５）や、リンクパフォーマンス（ＢＰＲ）

関数に信号交差点密度と信号の遅れを考慮した場合

のパラメータ推計１６）、リンクパフォーマンス関数

に渋滞による待ち時間を明示的に内生化したモデ

ル１７）なども提案されている。これらのモデルの主

な目的は、広域の道路ネットワークレベルで、より

精緻に交通需要を推計することにあるが、これらの

モデルを利用することで、交差点の影響やそれに対

する改善策の効果を、ある程度評価することが可能

であると考えられる。

　４．小型車専用立体交差化の効果分析

　４－１　立体交差導入の評価方法の検討

　通常の立体交差導入によって期待できる効果は一

般的に、①立体交差架設方向の交通と横断方向の交

通が空間的に分離されることにより、立体交差架設

方向で見ると交差点通過に要する時間が大幅に短縮

される点、②平面交差点での交通処理に関しては立

体交差部を通過する交通量分の負荷が軽減されるこ

とが挙げられる７）。

　立体交差化による平面交差点部の交通状況の把握

や、効果の推計については、これまで述べてきた方
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Fig. 1　立体交差導入の評価



法を用いることである程度可

能だが、例えば、立体交差導

入によって交差点の通過時間

がどれくらい短縮されるかを

求めるためには、信号交差点

の遅れを表すＷｅｂｓｔｅｒの式を

適用しても、立体交差分離部

まで渋滞が延伸した場合の、

立体交差の流入部を閉塞させ

る現象が捉えられないため効

果推計が不可能となる。また、交差点評価方法は一

つの独立した交差点しか評価対象にできず、例えば

短い区間内に複数の交差点が存在する場合などに関

しては、十分な導入の検討を行うことができないと

考えられる。

　さらに、立体交差部が小型道路である場合は、大

型車の交通量が平面交差点へ大きく影響する点で、

平面交差点部での大型車混入率を明示的に考慮する

必要がある。

　一方、交差点を考慮した交通量配分手法では、リ

ンクの表現により交差点間の影響を考慮することが

可能だが、交通の扱いが平均的な交通流で表現され

ており、車両一台一台が形成する車両挙動の違いを

捉えることが不可能なことから、流入するタイミン

グの影響や、スピルバック現象（車両群の渋滞長が

上流側へ延びる現象）を明示的に取り扱えないとい

う課題がある。したがって、立体交差導入による評

価を行うためには、既存の交差点評価方法や交通量

配分による方法だけでは、平面交差点部、立体交差

部、分・合流部および周辺の交差点などで発生する

交通現象が相互に大きく影響しあうことを考慮する

ことが困難である。

　本稿では、以上のような各種条件が同時に考慮で

き、これにより、立体交差導入前後で交差点通過に

要する旅行時間の変化や、交差点間で相互に影響を

及ぼす状況を定量的に検討することが可能な動的な

ミクロ交通シミュレーションソフトを適用すること

が有効であると考えた。

　ミクロ交通シミュレーションソフトは、近年のコ

ンピュータ技術が急速に発達するに伴い、膨大な計

算量を必要とする解析が容易となってきており、現

在では、信号制御パラメータの詳細な設定や、渋滞

待ち行列、先詰まりを起こす場合などを考慮しなが

ら、変動する交通量や所要時間を１秒間隔で出力で

きるほどとなっている。

　そこで、本稿では立体交差導入の評価方法として、

Fig.1に示すように従来の評価方法とシミュレーシ

ョンによる評価を併用する。まず、渋滞が発生して

いる実際の平面交差点を対象として、既存の評価方

法であるＷｅｂｓｔｅｒ式によって得られる信号遅れとシ

ミュレーションによって得られる信号遅れがほぼ同

じであることを示す。そして、①立体交差化とした

ときに、平面交差点に流入する交通量を完全に捌く

ことができるか判断するため、既存の評価指標であ

る交差点飽和度を算出する。次に、②立体交差導入

によって交差点通過所要時間がどれだけ短縮される

かを求める。立体交差導入時の交差点通過所要時間

は一般的に短縮されると考えられるが、Fig.2に示

すように平面交差点部の信号待ち行列が立体交差部

との分離部まで延伸すると、立体交差部を通行しよ

うとする車両に影響を与えることが考えられるため、

交通量や道路構造などの複雑な条件を考慮できるシ

ミュレーションを用いて交差点通過所要時間を算出

し、小型車専用立体交差導入の効果を分析する。

　４－２　小型車専用立体交差導入の効果

　本稿では、千葉県の交差点をケーススタディとし

て、小型車専用立体交差を導入した場合の効果を検

討した。Fig.3およびTable 1、Table 2に、交差点の

道路構成と交通状況を示す。ここで、立体交差架設

方向はFig.3の①－②とした。本稿で用いるミクロ

交通シミュレーションソフトは、上述した各種条件

が考慮できるＰａｒａｍｉｃｓとした。Ｐａｒａｍｉｃｓのシミュ

レーション画面をFig.4に示す。

　まず、既存の評価方法とシミュレーションによる

評価の整合性を検証するために、現況の交差点で現

在の交通量を基準（１００％）とし、総交通量の割合を

変化させたときの、①既存の交差点評価指標である、

平面交差点部の交差点飽和度とＷｅｂｓｔｅｒ式による平

均遅れ��、②構築したシミュレーションモデルを

用いた場合の平均遅れ��をそれぞれ算出し、同様の
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平面交差点で渋滞するか 
　→　交差点飽和度で評価可能 

待ち行列が立体交差との分離部まで延伸するか 
　→　交通量や、複数交差点の道路構造、信号制

御等複雑な条件を考慮する必要があり、シ
ミュレーションを用いることが有効 

立体交差導入により、交差点通過所要時間はどれだけ短縮されるか 
　→　シミュレーションを用いることで直接算出することができる 

立体交差部 

分・合流部 
平面交差部 

Fig. 2　立体交差導入による交通現象の複雑化



結果が得られるかどうか検討する。その結果を

Table 3に示す。

　総交通量の割合が９０％までは、Ｗｅｂｓｔｅｒ式で求め

た平均遅れと、シミュレーションによって求めた平

均遅れの差がほとんどない結果となったが、交通量

の割合が９５％以上の場合では、交差点飽和度が高い

にもかかわらずＷｅｂｓｔｅｒ式による平均遅れが少なく

なる結果となった。Ｗｅｂｓｔｅｒ式は、飽和交通流率を

超える流入交通量があった場合の平均遅れの算出に

は対応していないので、交差点飽和度が高い場合に

適用するのは妥当ではない。これに対しシミュレー

ションを用いて平均遅れを求めると、総交通量の割

合の増加に伴って交差点飽和度が高くなり渋滞が発

生し、平均遅れも急激に増加する傾向が見られ、渋

滞による遅れを考慮した結果が得られたと考えられ

る。

　次に、この交差点に小型車専用立体交差導入を想

定し、総交通量の割合と大型車混入率を変化させた

ときの、①平面交差点部の交差点飽和度と、②シミ

ュレーションモデルを用いて式�より立体交差導入

による交差点通過に要する時間の短縮効果を算出し

た。また、比較のために従来の立体交差導入を想定
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① 

③ ④ 

② 

Fig. 3　交差点の概略図

Fig. 4　Ｐａｒａｍｉｃｓのシミュレーション画面

Table 1　交通量・渋滞長

④③②①流入方向
右折直進左折右折直進左折右折直進左折右折直進左折進行方向
３７４９８４１５９１９１９３６４５５１３３６７３０交通量（台／１５分）

７：００－７：１５
１５００１８０００最大渋滞長（ｍ）

４０６３２３４６３７１３３８３５３２１３８０２８交通量（台／１５分）
７：１５－７：３０

２２００１６５００最大渋滞長（ｍ）
３１７０２２８６４９１７３８５６８２４３４５２４交通量（台／１５分）

７：３０－７：４５
１９００２６５００最大渋滞長（ｍ）

３１６３５２８６４９１５３７６７４２１３１６３９交通量（台／１５分）
７：４５－８：００

２４００３１０００最大渋滞長（ｍ）
４８６９５３０７９７１４２８４４９２５２９９３５交通量（台／１５分）

８：００－８：１５
１２００２７０００最大渋滞長（ｍ）

４６７０６３４６９４１９２７３５５２０２９１３１交通量（台／１５分）
８：１５－８：３０

１５００３００００最大渋滞長（ｍ）
５５６１１０２８５７１５２５１９０４９２１２９２３３交通量（台／１５分）

８：３０－８：４５
００２６５００最大渋滞長（ｍ）

３７６５１０６４１３０２４３０２２９４９１１２８２３８交通量（台／１５分）
８：４５－９：００

００２８５００最大渋滞長（ｍ）

Table 2　信号制御データ

４φ３φ２φ１φ現示

進 行 方 向

１０４０８８５青時間（秒）
３３３３黄色時間（秒）

１６０サイクル長（秒）

Table 3　既存方法とシミュレーション結果の比較

��－��
［ｓ］

シミュレー
ション
��［ｓ］

Ｗｅｂｓｔｅｒ
��［ｓ］

交差点
飽和度

総交通量の
割合（％）

－１．１３５．５３４．４０．６４７０
－０．４３６．４３６．００．６８７５
－１．１３９．４３８．３０．７３８０
－０．５４２．９４２．４０．７７８５
２．９５４．７５７．６０．８２９０

－３６．９＊７０．０３３．１＊０．８６９５
－７８．１＊８１．４１３．３＊０．９１１００（現況）

注）＊は正規化交通量・スプリット比が１を超えたパターン。



した場合についても同様の検討を行った。その結果

をTable 4とFig.5にそれぞれ示す。

　　　　　　　　　　……………………�

 

ここで、

　��� ：立体交差化により交差点通過の所要時間が短縮

できる割合（％）

　��� ：現況の交差点における交差点通過に要する平均

所要時間（秒）

　��� ：立体交差を導入したときに交差点通過に要する

平均所要時間（秒）

　従来の立体交差導入では、総交通量の割合や大型

車混入率が高くても、所要時間削減効果はほとんど

減少せず、ほぼ一定の効果が得られた。これに対し、

小型車専用立体交差導入の場合は現況の交通量で、

かつ大型車混入率が低い場合では、従来の立体交差

とほぼ同様の効果が得られたが、大型車混入率が高

くなるにつれて所要時間削減効果が減少し、特に大

型車混入率が３０％を超えると小型車専用立体交差導

���� ×���（％） 
���－���

���

入による所要時間の削減効果は１０％以下となった。

しかしながら、この点に関しては右折車線長を長く

とるなど平面交差部の幾何構造の変更で処理するこ

とが可能であると考える。特に、小型車専用立体交

差は従来の立体交差に比べて立体交差の橋脚などの

構造をコンパクトに建設することができるため、平

面交差部の幾何構造の変更は比較的容易である。ま

た、大型車混入率が低い場合でも、総交通量の割合

を高くすると、交差点飽和度はそれほど高くないの

にもかかわらず、同じ交通条件で従来の立体交差導

入時と比較すると、所要時間削減効果はかなり減少

する結果となった。例えば、総交通量の割合が１２５％

で大型車混入率が５％のとき、小型車専用立体交差

導入時の平面交差部の交差点飽和度は０．６２で、所要

時間削減効果は２７．５％、従来の立体交差導入時のそ

れらは０．５６、５２．０％であった。これは、小型車専用

立体交差導入時、平面交差点部の交通処理能力は十

分であるが、待ち行列が本線まで延伸して車線を塞

ぐために、立体交差部を通行しようとする車両を妨

げたことなどが考えられる。

　したがって、立体交差導入の検討では、既存の交

差点評価方法だけでなく、待ち行列が上流側の車線
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Fig. 5　交差点通過に要する時間の短縮効果

（ａ）小型車専用立体交差導入時 （ｂ）従来の立体交差導入時
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Table 4　平面交差点部の交差点飽和度
（ａ）小型車専用立体交差導入時

総交通量の割合（％）
１２５１２０１１５１１０１０５１００
０．６２０．５９０．５７０．５５０．５２０．５０５

大
型
車
混
入
率
（
％
）

０．６８０．６５０．６２０．６００．５７０．５４１０
０．７３０．７１０．６８０．６５０．６２０．５９１５
０．７９０．７６０．７３０．７００．６６０．６３２０
０．８４０．８１０．７８０．７４０．７１０．６８２５
０．９００．８６０．８３０．７９０．７５０．７２３０
０．９４０．９１０．８７０．８３０．８００．７６３５
１．０００．９６０．９２０．８８０．８４０．８０４０
１．０５１．０１０．９７０．９２０．８８０．８４４５
１．１０１．０６１．０２０．９７０．９３０．８９５０

（ｂ）従来の立体交差導入時

総交通量の割合（％）
１２５１２０１１５１１０１０５１００
０．５６０．５４０．５２０．４９０．４７０．４５５

大
型
車
混
入
率
（
％
）

０．５７０．５５０．５３０．５００．４８０．４６１０
０．５８０．５６０．５４０．５１０．４９０．４７１５
０．５９０．５７０．５４０．５２０．５００．４７２０
０．６００．５８０．５５０．５３０．５１０．４８２５
０．６１０．５９０．５６０．５４０．５１０．４９３０
０．６２０．６００．５７０．５５０．５２０．５０３５
０．６３０．６１０．５８０．５５０．５３０．５１４０
０．６４０．６２０．５９０．５６０．５４０．５１４５
０．６５０．６３０．６００．５７０．５５０．５２５０



に影響を与える場合などを同時に考慮できる手法を

用いることが必要であるといえる。

　５．東京都区内への導入可能性の検討

　前述の結果から、東京都区内で小型車専用立体交

差の導入効果が高いと考えられる箇所、および導入

が可能な箇所を検討する。小型車専用立体交差の導

入可能箇所の選定は、道路幅員および車線数の道路

構造に関するデータを制約条件とし、構造物が物理

的に導入できる箇所の抽出を行い、導入効果が高い

と見込まれる地点から優先的に選定されるべきであ

るため、当該地点がボトルネックの交差点となって

いるか旅行速度データから抽出を行って把握するこ

ととした。また、前章のシミュレーション結果より、

交通量が極端に変化しない場合、大型車混入率が導

入効果に大きな影響を与えることが明らかになった

ため、大型車混入率も制約条件として選定を行った。

　５－１　ボトルネック交差点の抽出

　現在、旅行速度データに関する情報源としては、

道路交通センサスの旅行時間調査のデータ、もしく

は、各都道府県警察が所有する車両感知器の速度デ

ータが挙げられる。しかしながら、道路交通センサ

スにおける旅行時間調査の調査回数はＤＩＤ以外で一

路線当り１回、ＤＩＤ内でも３回と少なく、必ずしも

十分な精度のデータが得られているとは言えない。

また、車両感知器により推計された旅行時間データ

も、設置されていない区間は旅行時間が得られない

など、必ずしも、全ての区間を網羅しているわけで

はない。

　そこで、本稿では東京でタクシーを用いて行われ

たプローブカー実験で得られた詳細な車両軌跡情報

を活用して、立体化が可能な交差点の抽出を試みた。

使用したデータは国土交通省国土技術政策総合研究

所道路研究部道路研究室が平成１３年１月１日から平

成１３年１２月３１日まで集計した１年間分のプローブカ

ーデータを借用し、選定に用いることとした。プロ

ーブカーデータは旅行時間データの精度と抽出範囲

の問題に関して十分対応可能であり、より信頼性の

高い導入箇所の選定を行うことが可能となった。

　抽出方法は交差点を挟む流入リンクと流出リンク

の速度差を基準に行った。具体的には、式�を定義

して、その指標値が０．５以上でボトルネックとなっ

ている可能性があるとし、ある区間の中で指標値が

最小となる交差点の探索を行い、当該交差点をボト

ルネック交差点とした。

　　　　　　　　　………………………�

 

ここで、

　��� ：リンク（上流リンク）におけるボトルネック交

差点抽出のための指標

����������（・）：全ての下流リンクのうち最小値を求め

る関数

�������：下流リンク速度（ｋｍ／ｈ）

　�� ：リンク�（上流リンク）の速度（ｋｍ／ｈ）

　抽出した結果をFig.6に示す。なお、���が大きい

リンクほど高く表示している。ＧＩＳで東京都区内を

含む２次メッシュ上の幹線道路における、ボトルネ

ックと考えられるリンク数は約８９８箇所にのぼり、

クリティカルな交差点が多く存在していることが確

認できた。特に、導入効果の高い箇所は東京駅周辺

に密集しており、４５３リンクを確認している。

　５－２　大型車混入率の考慮

　前章のシミュレーション結果から、大型車混入率

が高いほど小型車専用立体交差導入の効果が減少す

る傾向が得られたため、道路交通センサスによる大

型車混入率を用いて、式�で示すとおりボトルネッ

ク指標に重み付けする形で考慮した。

　　　　　　　　　　　　………………�

 

ここで、

　�� ：導入可能性を示す指標

　��� ：ボトルネックを表わす指標

��������：最大大型車混入率（％）

�������� (　　　 )��－��

�	

������・ 
������	
－���	
�

������	
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福田　敦、小田崇徳、石坂哲宏、室井寿明１３６
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Fig. 6　ボトルネックと考えられる交差点



������：リンクの大型車混入率（％）

　なお、この指標の値は０から１の実数を取り、こ

の指標が高いほど、ボトルネックとなっている交差

点で、かつ大型車混入率の低い交差点であることを

表している。その結果、主に都心から放射状に伸び

る道路において導入可能性が高い地点が多いことが

わかった。

　５－３　道路幅員による導入可能箇所の絞込み

　構造物が物理的に導入できる空間的な制約条件と

して道路幅員および車線数を用いて、導入可能箇所

の抽出を行った。具体的には道路交通センサスに記

載されている車線数と幅員を用いて、２車線では

１６．５ｍ、３車線では２２．５ｍ、４車線では２８．５ｍ以上

の幅員を持つ道路に絞込みを行った。

　このように交通特性および道路構造の制約を考慮

して抽出した結果、東京都区内に導入が必要で、か

つ可能な交差点を選定することが可能となった。

　６．おわりに

　本稿では交通工学の分野において、交差点がどの

ように考えられ、評価されてきたかを踏まえて、交

差点での混雑を改善させる方策の一つとして小型車

専用立体交差を提案し、その評価方法として交通シ

ミュレーションを用いる方法を検討した。その結果、

小型車専用立体交差を導入することで、条件によっ

ては交差点における混雑を大きく解消できることを

明らかにした。また、交通シミュレーションを利用

することで、交差点におけるさまざまな政策を考慮

できることも確認した。さらに、交通シミュレーシ

ョンから得られた結果が、従来から用いられてきた

個々の交差点の交通現象を表す評価方法や指標と十

分整合したことから、交通シミュレーションによる

推計が十分信頼のおけるものであることも確認した。

　交差点における交通現象は複雑であると同時に、

広域の道路ネットワークに対しても大きな影響をも

つので、今回提案した小型車専用立体交差をはじめ

とする施策の評価に、シミュレーションを活用する

ことが望ましいと考えられる。

　なお、本稿の一部は、�国土技術研究センターの

委託研究（新道路研究会）ならびに�日本鉄鋼連盟

の委託研究を受けて実施した研究成果によっている。

関係各位に謝意を表す。
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